
別紙１
○　定員適正化計画　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　（単位：人）H１８(基準年) １９(初年度) ２０(２年度) ２１(３年度) ２２(4年度) 合計 目標 前計画実績(H15～H18)知事部局職員数  (A) 3,782 3,657 3,552 3,491 3,427 3,42212 33 60 92 110実質知事部局職員数　(A)+(B) 3,782 3,669 3,585 3,551 3,519 3,532　対前年度増減 △ 113 △ 84 △ 34 △ 32 △ 263 △ 250 △ 297累計(対H１８比増減) △ 113 △ 197 △ 231 △ 263①庶務事務等の集約化 △ 5 △ 1 △ 4 △ 1 △ 11 △ 14 △ 22②農林土木事務所の再編 △ 27 - - - △ 27 △ 27 △ 61③派遣職員の引き揚げ △ 13 △ 1 3 △ 2 △ 13 △ 16 △ 88④民間委託等 △ 8 △ 4 △ 3 - △ 15 △ 18 -⑤事務事業等の見直し △ 60 △ 78 △ 30 △ 29 △ 197 △ 175 △ 126・漁業調査指導船祿剛丸の運航停止による配置見直し・大浜御供田線の整備完了・北河内ダムの整備完了・金沢港大水深岸壁整備の事業進捗・金沢西部地区土地区画整理事業の終了・事務の合理化・組織の簡素化  など注）（参考）○知事部局退職者数及び採用者数　　　　　　　１９ ２０ ２１ ２２ 計前年度退職者数  ① △ 232 △ 263 △ 229 △ 230 △ 954採用者数  ② 107 158 168 166 599うちフルタイム再任用者 10 17 24 30 81 ,短時間再任用による正規職員代替  ③ 12 21 27 32 92差引人数　①+②+③ △ 113 △ 84 △ 34 △ 32 △ 263区　　　　　　　　 分

事務事業等の見直しの主な内訳知事部局職員数は、各部局(総務部(大学を除く)、危機管理監室、企画振興部、県民文化局、健康福祉部(病院を除く)、環境部(水道用水供給事業を除く)、商工労働部、観光交流局、農林水産部、競馬事業局及び土木部）、出納室及び労働委員会事務局の職員数である

定　員　適　正　化　計　画
削減内訳

短時間再任用による正規職員代替数  (B)区　　　 分  ・知事部局の職員数を５年間（Ｈ１９年度～Ｈ２３年度）で２５０人程度削減  ・企業局、各種行政委員会及び議会事務局については、組織規模に配慮しつつ､知事部局の定員削減の　趣旨に則り、人員を削減  ・再任用制度の本格導入（Ｈ１９年度）


